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はじめに
日本の企業システムを理解する上で理論ツールとし
て集団主義的行動やインセンティブを中心に据えた研
究が有効だといわれるが、本稿では、日本企業システ
ムが形成されシステムとして完成されるまでどのよう
なメカニズムが働いていたかを歴史的観点から検討す
る。そして、日本の企業システムが合理的であるとし
たら、具体的にどのような集団主義的行動があり、そ
れはどのようなインセンティブ構図の下で合理性を有
するのであろうか。
本稿では、以上の問題意識にこたえるために、比較
制度分析理論のキーワードである制度補完性の概念を
もって、企業システムを構成している雇用、金融等の
サブシステムが互いにどのように影響を与えているか
を検証する。最後に、そのようなサブシステムの連鎖
が制度改革を行なうにあたってどのような問題を抱え
ているかをも論証する。
１．歴史的経路依存性の概念と出現の
理由
1.1. 歴史的経路依存性の概念
以下では、自生的制度の合理性について議論を展開
する。この議論のベースには、市場で経済主体が競争
するように、制度そのものにも競争の概念を導入する
ことができ、非合理的な制度であれば制度市場から淘
汰されるという発想がある。これは言い換えれば、現
存する制度は環境変化に適応しながらそれなりの合理
性が保持されてきたこととも読み取れる。つまり、制
度の進化（evolution of institutions）である。
まず、歴史的経路依存性の概念から議論を進める。
岡崎［1998］は歴史的経路依存性（historical path
dependence）は「歴史的な経路（過去の経験や履歴、
歴史）によって現在は制約を受けている、および将来
もその影響をうける」と語っている。本稿では、「各
国の経済システム及び企業システムが歴史的・技術
的・社会的・経済的な需給関係の変化がもたらすイン
センティブに依存しつつ進化すること」と定義付ける。
歴史的経路依存性という概念がある制度の合理性を
説明するために使われた事例として有名なのが、
David［1985］のQWERTYというキーボードの配列順
とベータ方式とVHS方式のVTR市場の競争の事例であ
る。あらためてキーボードの配列を考えてみよう。誰
もがQWERTYの配列順を不思議に思うであろう。な
ぜなら、キーの配列には何の相関性もなく、ABCDEF
の順でもないので、初心者はキーをさがすのが難しい。
にもかかわらず、QWERTY配列がデファクトスタン
ダードになって100年以上も維持され、いまや世界中の
キーボードがその順で生産されているのには合理性があ
るからではなかろうか。以下はDavid論文を軸として
話を補足しながらQWERTY配列の合理性を検討する。
そもそもQWERTY配列は、パソコンの発明よりも
はるかに昔の、タイプライターの発明時点である1870
年代に考案されたものである。発明直後のタイプライ
ターは当時の技術では不可避な問題があった。それは
人間のタイピングの速さに機械がついていけなくて活
字が絡むトラブルが頻繁に起っていたことである。こ
の問題を解決するためにレミントン・ソーイング・マ
シン・カンパニー（Remington Sewing Machine
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Company）は故障しない（活字が絡まない）程度ま
でしか打鍵速度が速くならないように、キーの配列を
意図的に打ちにくいものにすべく
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
使用頻度の高い文字
をバラバラに配列したタイプライターを設計した。そ
の措置によって設計されたキー配列こそがQWERTY
配列なのである。
1.2. 経路依存の出現の理由
Davidは、1930年代にドボラク（Dvorak, August）
によって考案されたDvorak配列が既存のQWERTY配
列より非常に優れていると述べ、それにもかかわらず
Dvorak配列が市場競争で負けるのは、調整失敗によ
って、より劣るものに残念ながらロックイン（lock in、
固定化；市場が1種類の商品に固定されてしまうこと）
されているためだとし、経路依存が生まれる理由を次
のように述べている。「完全な将来市場がない状況下
での競争は、早まって悪いシステムを産業標準化にし
てしまった」
以下では、経路依存の出現の理由として、サンク・
コスト、スウィッチング・コスト、外部性などの概念
をもって説く。
まずはサンク・コスト（sunk cost、埋没費用；一度
支払ってしまえば回収することができないコスト）の
観点からみてみよう。例えばタイプライターの練習を
するのに費用がかかる。その費用とは一種の投資であ
り、タイプライターを購入し練習を始めた段階ですで
にコストは支払われている。その投資は、タイピング
の能力を十分高めること（QWERTY配列を使いこな
せるようになること）で回収できる。したがって、タ
イピストにとっては、投資からの利得を大きくするた
めにQWERTY配列を使いつづけるという強い誘引が
あるのである。Dvorak配列に優位性があることが確
認できても自分の利得を大きくするためにQWERTY
配列を使うのである。これはコンピュータのOSやソ
フトウェアについても同様のことが言えるし、サンク
コストが大きいほど、すなわち習熟するためのコスト
が大きいものほどロックイン効果も大きい。
次はスウィッチング・コスト（switching cost、切
り替え費用；選択事項を切り替えることで生じる費
用）の観点からみてみる。習いはじめた時点で、
Dvorak配列の優位性を十分認識しても、最近のパソ
コンのキーボードと違ってキーボードだけの別売はな
かった。それは別機種への新規投資を意味するのであ
り、タイピストにとってDvorak配列への移行に対す
る誘引を弱める。
最後に、戦略的補完性の観点からみてみよう（１）。要
するに、他人の配列戦略が自分の配列戦略を補完して
くれるということである。自分が習得したタイピング
技術を大勢の人が使い、その技術が使えるタイプライ
ターが普及していくほど、そのタイプライターがある
ところでは自分の利得もより安定的になるということ
である。
上述した３つの理由により、初期のQWERTY配列
のタイプライターで練習した人が、他の配列のキーボ
ードを使用しなかったため、Dvorak配列という生産
性の高い制度があったにもかかわらず、それに比べ生
産性が低いQWERTY配列のキーボードがデファクト
スタンダードとなってしまったのである。
Krugman［1994］も非効率的な経路依存の事例と
して‘産業立地（industrial location）’をあげている。
彼は、いくつかの立地候補地があり、それらの土地の
魅力度は同じなのに、なぜある特定のところだけに産
業が集積するかを経済学は説明できないと述べている。
また、ベータ方式とVHS方式のVTR市場獲得競争に
おいて、性能はむしろベータの方が上だといわれなが
らVHS方式に固定されてしまった事例も、経路依存の
非合理性を代表する事例である。
上述した事例が示すように、市場支配力または制度
の安定性と生産性の高い技術力の間には相関性が低
い。つまり、代替的技術や制度があるとき、その普及
率を決めるのは技術や制度が持つ生産性の高低を基準
とした競争ではなく、その場の状況と状況下の経済主
体のインセンティブである。以上のように、制度は歴
史的事件や事柄によるロックイン効果に依存すること
がわかった。
２．日本企業システムの形成と展開
2.1. 日本企業システムの形成とインセンティブの構図
野口［1995］の『1940年体制』という書名が語って
いるように、1990年代初頭から日本経済システム及び
企業システムの形成時期を問う研究が経済史や経営史
分野で主流となってきた。『1940年体制』とは、現存
するシステムの源流が戦時期（第2次対戦中）の政府
による生産主体の経済行為統制にある、とするもので
ある。
第二次世界大戦中における日本政府が戦争に勝つた
めに多くの生産主体の経済行為を制約し、統制したた
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め、現存するシステムの源流が戦時期に形成されたと
いうストーリである。
以下では、どのような制約があり、需給関係がどう
変化し、それが経済主体の経済行為にどのように作用
したかに主な関心を置く。
本論に入る前に一つ断っておきたいのは、江戸時代
以前に関しては議論の対象にしないということであ
る。それには二つの理由がある。一つは、当時の経済
規模と現在のそれとの間にはあまりにも大きな違いが
あるため、特定のところを探し出して類似性を主張す
ることはできなくはない。しかし、そのような方法論
からすれば、日本企業の部分的特性は他の国からも導
き出すことができ、日本企業システムの形成を他国の
歴史から探さなければならないという愚を犯すかもし
れない。もう一つは、経済が複雑になるにつれ、サブ
システムも複雑になっていく。そのような状況の下で
の経済主体のインセンティブと単純な経済社会での経
済主体のインセンティブの構図を一緒にすることは多
くの無理があるように思われるからである。
明治期の日本企業システムは産業近代化の時期であ
り、西洋的経済運営システムの導入が見られるという
面で現在の企業システムに示唆するところが多い。
明治期の日本企業をめぐる議論をするにあたっても
っとも重要なのは産業近代化に伴う生産要素の需給関
係がそれ以前に比べて大きく変化したことである。近
代工場の設立によって、熟練労働者、資金に対する需
要が急増した。とくに、熟練労働力の不足は企業内で
の労働力の養成を必要とした。しかし、この時代の雇
用慣行にはまだ現在のような継続的雇用という特徴は
定着していない。当時の雇用慣行は徒弟制度であり、
親方が労働者と企業の間に存在していた。というのは、
未熟練工は親方の下に入り修行をかさね、他の親方に
下に移りながら熟練工になっていくのが慣行であっ
た。つまり、雇用が現在のように固定的ではなく、流
動的であったのである。
労働者は企業との契約ではなく親方との契約である
ため、企業から親方に多くの権限が与えられた。尾高
［1984］によれば、その権限は「雇入れ、作業管理、
配属・昇進、賃金算定」にまで及んでいた。ここに現
場主義の特徴が見られるのである。
もう一度強調すると、当時の雇用慣行は親方中心の
流動的雇用であった。それは、労働力が不足していた
ためそうならざるを得なかったと考えられるが、問題
は、技術進歩により雇用の固定化が必要であったとい
う点である。
戦間期に入り技術進歩に伴って親方の権限が大幅に
縮少され、企業による統一的な管理が始まるようにな
る。もちろん、離職率も急激に低下していく。離職率
は1920年代前半に70％を超えていたが、10年後の1930
年代前半には40％まで下がっている。その背景には、
大企業時代の到来と技術変化のスピードがある。大企
業での賃金体系は、熟練労働力を確保するために職務
よりは年功を基準としていた。また、労働者が複数の
企業を渡り歩くのは損であることを自覚したことも大
きいであろう。
年功序列制の形成背景は、企業側からすれば労働力
を確保するための対策であり、労働者側からすれば、
職場及び安定した収入の確保という相互の利害関係が
合致したところが大きい。
戦時期の経済主体のインセンティブは多くの面で制
約されていた。1938年に制定された国家総動員法はイ
ンセンティブに基づく経済主体の自発的経済行為を厳
しく制限した。労働分野では、「労使関係調整方策
（1938年）」、「従業者雇入制限令（1939年）」、「従業者
移動阻止令（1940年）」等の法律で労働力の固定化が
はかられていた。「米穀配給統制法（1939年）」、「食糧
管理法（1942年）」等は国家総動員法による典型的な
規制である。また、金融面では、「臨時資金調整法
（1937年）」、「会社利益配当及び資金融通令（1939年）」
等の法律で完全に政府の規制下に置かれた。その背景
には、戦争物資を含む財の安定的供給が必要だったか
らである。
小野［1996］は戦前期の日本の雇用慣行の形成要因
として、新技術の導入と労働組合運動の発生をあげて
いる。まず新技術の導入によって熟練工の確保が必要
となり、養成施設が設置された。そして、企業には新
技術に対して適応力のある新規学卒者が好んで採用さ
れた。後者の要因は、戦間期に組合活動でリーダーシ
ップをとった多くの人に渡り職工が多かったため、企
業の中に子飼いを形成して労使関係の安定をはかろう
をするものが登場したと述べている。
ここまでは、戦前の日本企業システムの形成の始ま
りとインセンティブ構図を経済史の文献をサーベイす
ることで述べてきた。上述した内容からも分かるよう
に、いつ現在の日本企業システムの原形が形成された
かは意見の分かれるところであるが、それは本稿の関
心事ではない。本節で明確にしたいのは、経済主体間
にどのようなインセンティブ構図が存在し、それがど
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のような経路で安定的な制度として定着したかである。
ここまでの議論をまとめれば、戦前の企業システム
のなかで現場主義の色彩が残っているのは明治期に入
ってからである。親方に労働者管理の権限を与えたの
は、労働力確保のための臨機応変的措置という性格が
強い。もう一つは財閥時代が本格的に到来していなか
ったこともあげられる。戦間期は、財閥時代の到来、
大量生産の必要と急速な技術進歩があったがゆえに、
何よりも雇用を固定化するインセンティブが企業側に
強く働いた。そのため、不況で従業員を解雇するにあ
たって職務中心ではなく年功中心で行なったのは、労
働者にして危機感を抱えさせたといえよう。また、長
期間勤めている熟練労働者の賃金を高く設定したこと
で、労働者の高賃金獲得に対するインセンティブは流
動的であった雇用を固定化するのに十分であった。つ
まり、戦前の日本の企業システムは、労働者側のイン
センティブを保証する形から現場主義が始まり、経済
環境の急変により財閥側のインセンティブを高めるた
めに従業員のインセンティブを調整する形で形成され
ていったと見ることができる。そして、現在の日本経
済システムの原形はそのようなインセンティブ構図が
安定に向け走り始めた時点で、国家総動員法から始ま
る統制経済のもとで、厳しい制度的制約によって固定
化されたと見ることができる。
では、戦時経済下で統制経済によって形作られた企
業システムは、はたして完成したのであろうか。
2.2. 日本企業システムの定着とインセンティブ構図
日本が敗戦したことで社会全般にわたりGHQによ
る統治が始まる。GHQは財閥解体を始め、戦前の大
きな勢力の力を弱めるのに努めた。その過程で、ただ
単に法律で既存勢力を無力化させただけでなく、反対
勢力に力を与えた。敗戦直後の労働紛争はその延長線
上にある。労働紛争によって労働者側の発言権は高ま
った。中村［1983］によれば、その代表的事例が「電
産算型賃金（1946年）」である。この賃金体制は労働
者の生活を保証する目的の賃金体系であり、年齢を支
払いの基準としていた。労働市場の需給バランスが戦
前と一転することから労働者は生活費が保障され、長
期的に雇用される以外の望みはなかったのであろう。
ここに、年功賃金と終身雇用がはじめて安定的になる
と言えよう。
さらに、ドッジ・ラインによるデフレ策は企業の経
営を圧迫し、それは生活保障を要求する労働者側と対
立するようになる。この問題を調整していくなかで、
生活保障のために安定的雇用が最重要視され、安定的
雇用が確立されていくのである。そこで、内野［1988］
が指摘するように、労使間に運命共同体の意識が生ま
れ、高度経済成長が年功序列制度の下で長期雇用を可
能にしたのである。
戦後、日本の雇用システムがどのようなプロセスと
メカニズムで定着したかは上述の小野［1996］の事例
がとても分かりやすい。上述したように、大企業の新
規学卒者への選考理由を戦前の新技術の導入に求め
る。また、戦後の理由として、技術的吸収力の高い若
年労働者の確保と、彼らの労働運動からの隔離をあげ
ている。しかし、時間の経過とともに生え抜き労働者
が徐々に蓄積され、生え抜きの中から管理者を選抜す
る仕組みが成立するようになる。この仕組みは、離職
すれば管理者になれる可能性が低くなるため、新卒新
入社員の離職行動を著しく低下させた。このようなメ
カニズムで終身雇用が定着したのである。
そして、労使間の運命共同体の意識が芽生えるよう
にした、外生的要因として所有者なき経営が日本企業
システムを定着させるのに大きな役割を果たした。
Aoki［1988］は、裁定的経営の存続基盤として3つの
条件を上げている（訳書、p.197）。
「（1）経営者は、典型的な資本家による支配を
支えている制度的環境から自由であるだけでな
く、それを補強している。経営者は所有者の利益
のみに奉仕すべきであるというイデオロギーから
も自由でなければならない。（2）現在の賃金レベ
ルと、従業員の福利に重大な関連がある経営政策
の選択とが相互の利益になるように、暗黙であれ、
明示的であれ、取引できるように、団体交渉の制
度的枠組みが発展していなければならない。（3）
経営者は、株主が市場を通して一方的に行使する
「短期の」株価最大化の圧力から、ある程度まで
保護されていなければならない。」
企業がある一家の財産としてではなく、株主の利益
のみでもなく、従業員の利得を最大限保障することに
日本企業システムの精粋がある。
そして上述したことが土台となり、高度経済成長期
を迎えることで日本の企業システムは定着する。
高度成長により、企業をめぐるステーク・ホールダ
ーのそれぞれのパイは大きくなっていく。好況の連続
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で企業の資産は膨らみ、その恩恵は従業員が主に受け
た。パイが大きくなるから、従業員を解雇する誘引も
なく、従業員が生活費保障のために企業と対立する必
要もなかった。むしろ、労使は協調的になることで、
より大きいパイが与えられるということが分かってい
たため、以前の制度変化の必然性が何もなかった。
最後に、資本自由化がもたらすかもしれない企業の
乗っ取りを防止するために定着されたと指摘されるメ
インバンク体制を検討する。メインバンクは高度成長
期に企業に資金を安定的に供給し、その資金に対して
情報生産者の役割をした。青木のいう「状態依存型」
コーポレート・ガバナンスに集約されているように、
メインバンクは好況期には間接金融中心である状況の
中では安定的収入があり、不況期には財務状態が悪化
した企業に対して企業の再生をはかってきた。メイン
バンク制が何よりも日本の企業システムの定着に寄与
したところは、所有なき従業員主権の企業経営を他の
ステーク・ホールダーから守ったということであろう。
ここまで、戦後の日本企業システムの展開を述べた。
戦前、部分的に形成されていた日本企業システムが、
GHQによる財閥解体や労働者主権の向上、ドッジ・
ラインによるデフレ政策、資本自由化等々の経済環境
の変化のなかで、それぞれの経済主体のインセンティ
ブは高度経済成長の下で充足され、一層安定したシス
テムとして定着したといえよう。
以上で、日本企業システムの形成と定着を経済主体
のインセンティブを中心に議論を展開してきた。
３．日本企業システムに見られる制度
補完性
3.1. 制度補完性の概念
議論に入る前に、まず‘補完’の概念を簡潔に説い
ておく。‘補完’の概念を理解するにあたって、宮崎
［1995］の論理はとても有効である。彼は、「目的を達
成するには複数の手段がある（p.85）」としている。目
的を最大化するには個別手段の量的拡大も重要である
が異なる性質の手段ばかりがあるとするときは、互い
の良さを妨げることになりかねない。重要なのは、そ
れぞれの手段が目的を達成するなかでどのように他の
手段の限界貢献度を高めるか、である。したがって、
手段Aの働きが手段Bの限界貢献度を高めるときに手
段Aは手段Bを‘補完する’という。
宮崎は外生的要因が手段Aの限界貢献度を高めると
きも、その外生的要因は手段Aを補完すると述べてい
る。自生的制度ではなく、強制的制度は経済主体の目
的関数において外生変数として考えられる。そこで、
外生変数である強制的制度が他の自生的制度に及ぼし
た貢献度がどれほどあるかがわかる。また、權［2003］
の握手ゲームで示したように、他人の戦略が自己のと
る戦略の限界効果を高める場合、他人の戦略は自分の
戦略に対して戦略的補完性が存在するのである。しか
し、その逆の戦略的補完性が必ず存在するとは言えな
い。そのことについて握手ゲームの事例をあげて簡単
に説明することにする。握手という自己の目的があり、
どちらの手で握手するかを前述した手段として置き換
えることができる。目的を達成するために自分が右手
を出し、相手が右手を出す場合は、相手の右手握手は
自分の握手行動を補完することになる。しかし、自分
は右手を出すが他人は左手を出す場合は自己の戦略が
他人の目的を補完するとは言えない。つまり、戦略的
補完性は一方的なものであって、かならずしも双方的
ではないのである。
上述したように戦略的補完性の存在は、企業システ
ムの価値をその戦略集合である個々の制度の価値の総
和よりも大きくする。
以下では、制度の補完性がどのように制度の安定性
に寄与するか明確にする。
まず、制度の構造を考えてみよう。社会で生じる多
くの自生的制度は単独で成り立つのであろうか。
企業は人間の本能である交換と分業が組織内に形体化
されているため、企業を単独の制度として捉えること
はできない。企業は分業体系を一つの組織内に内部化
した制度であり、それぞれの分業体系は企業システム
をなしているサブシステムとして捉えるべきである。
では、企業のサブシステムにはどのようなものがあ
るのであろうか。企業は土地、労働、資本のような生
産要素が集まり、ヒト・モノ・カネ・情報のような経
営資源の優位性を実現するための場だと認識すること
ができよう。このように企業を見れば、企業はそれら
の要素のシステムの複合物であることも言えよう。
では、安定的企業システムはいかなるものであり、
どのような構図をしているのであろうか。
前述した握手ゲームで、相手が右手を出す時は自分
も右手を、左手を出す時は左手を出すのが互いの利得
を最大にすることだということが分かった。その仕組
みは、他人のとる戦略が自分の利得を大きくしてくれ
るという戦略的補完性が存在し、それである社会で右
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手握手が普遍的かつ安定的になったのである。
では、企業の中のサブシステムはどうであろうか。
それを説明するため比較制度分析のキーワードである
制度的補完性の概念を用いることにする。
奥野［1993］は戦略的補完性をもって、日本企業シ
ステムの形成と安定性を論じた。補完性という概念か
らすれば同じであるが、なぜ二つの用語が別々に使わ
れるかを見てみよう。
制度的補完性（institutional complementarity）と
は、経済システムがサブシステムの集合体とするとき、
あるサブシステムが他のサブシステムの機能を支える
補完的性質を指す概念である。ここで注意しなければ
ならないのは、支えあうという形になれればそれに超
したシステム・デザインはないが、宮崎［1995］が指
摘したように必ず相互間にそれぞれがもつ機能を高め
あうという概念ではない。だから、サブシステム間の
必要十分条件というよりは制度補完性が発揮できるの
は、A制度がB制度の機能を高めるのに十分条件でさ
えあればよいという概念である。
青木・関口・堀［1996］は「（前略）複数の制度の間
には、一方の制度の存在・機能によって他方の制度が
より強固なものになっているという関係…（中略）…
１つの経済の中で一方の制度の存在が他方の制度の存
在事由となっているような場合、両者は制度的補完の
関係にあると呼ぶ（p.35）。」と述べている。
また、相互補完的だったサブシステムが外部からの
大きな圧力（ビッグ・プッシュ）によりその仕組みに
変化が起った場合には、以前の制度的補完性はなくな
り（これを制度の可塑性という）、別の仕組みが生じ、
元の制度的補完性を有したときの仕組みには戻れない
とされる（２） 。これは、制度改革を進めるにあたって
極めて重要な示唆点を与えている。それは、ビッグ・
プッシュほどの外圧がないとき、それぞれのサブシス
テム間に存在する制度補完性を勘案せずまったく異質
的サブシステムを導入すると、負の補完性が働き企業
システムの目的は達成されず、企業システム全体の価
値を落としてしまう可能性があるということである。
つまり、制度間の補完性あるいはシナージといっても
よいが、制度間のデザインが補完性、またはシナージ
効果が出せるようになっているとすれば、そのシステ
ムは安定的になるということであろう。
3.2. 関係特殊的技能
「企業は人なり」という言葉が象徴するように、企
業成長と従業員は不可分の関係にある。それほど重要
な従業員を採用する方法は二つしかない。一つは外部
市場から調達すること、もう一つは企業内部で育成す
ることである。どちらの方法をとるかは、市場環境と
当該企業が必要とする技能の性質による。市場の環境
が従業員の採用とどのような関係にあるかを先に確認
しておく。戦前の日本のように、工業化により熟練労
働者に対して恒常的に超過需要であったときは、企業
は大量生産と技術進歩を消化するために外部市場から
採用した従業員を放してはならなかった。それで、日
本では企業内育成が重視された。
もう一つは、企業の必要から育成したい技能の性質
にもよる。技能は、汎用的技能（３）と関係特殊的技能
に分けることができる。前者はどの企業でも価値をも
つ技能であり、後者は例え同じ産業界でも特定の企業
でしか活用できない技能である。企業が必要とする技
能が関係特殊的技能であれば、仮に他企業で優秀な人
材であっても当該企業でもそうであるという保障は何
一つない。そして、多くの企業が関係特殊的技能を選
好すればするほど、関係特殊的技能の価値は高まり、
汎用的技能の価値は下がる。逆に、汎用的技能への需
要が多い社会では関係特殊的技能の価値は下がってし
まう。つまり、ある社会で圧倒的である技能を従業員
が習得するほど従業員の価値も高く評価される。逆に
ある社会において普遍的でない技能を取得すること
は、従業員自身の価値を低下させることになる。
日本の企業は、前述の二つのなかで関係特殊的技能
を重視する傾向がある。小池の「知的熟練」がその一
つであり、もう一つは青木［1995］の「文脈的技能」
である。
小池［1987］は技能の性格を分けた後に、「知的熟
練」の一般性を論証し、日本の企業は優れた技能であ
る「知的熟練」を企業内で育成したと述べている。大
まかに述べれば次のとおりである。
工場内で機械の自動機化が進むにつれ、また、消費
者の需要が多様化するにつれ、単純な繰り返し作業は
ますます機械に依存するようになり、機械から生じる
異常と変化という問題への対処能力、いわゆる「知的
熟練」が大事になってきた。このような状況の下で企
業の技能形成の選択案は二つある。一つは生産労働者
を異常と変化へ対処する労働者に区別する分離方式で
ある。このような状況では、企業の技能は汎用的なも
のになりがちである。もう一つは、生産労働者にして
対応策をとるようにする統一方式ことである。後者の
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対応策は、問題が生じる現場につねに問題に対応でき
る生産労働者がいるため、前者より後者の技能が職場
内の問題解決能力が高まるのは当然である。
青木［1995］「文脈的技能（contextual skill）」とは、
「非ヒエラルキー的情報構造（４）のもとで養われ、有用
であるような比較的幅広い技能（統合的技能）」と定
義している（pp.58-59）。青木［1995］は規模の生産性
が重要なのでなく、環境の不確実性が中程度であれば、
アメリカン型組織のように垂直的ヒエラルキーに沿っ
て情報を処理するよりも、日本型組織のようにヒエラ
ルキーの壁を超えて水平的に部門間で処理した方がよ
り情報効率的であると述べている。つまり、組織内の
部門間のコミュニケーションを容易にするのが文脈技
能である。
上述した関係特殊的技能を育成するためには、短期
間では無理である。小池［1987］はこの技能の形成の
ためには、労働者自身が職場全体に占める自分の仕事
の位置を十分に理解できなければならないため、長い
年月をかけて職場のほとんどの仕事、あるいは職場を
超えたいくつかの仕事の実務経験を通して、積み上げ
ていくしかないと述べている。それが小池［1987］の
いう「企業内の長いOJT」である。
ここでの議論のテーマは、関係特殊的技能の効率性
を述べた。つまり、機械や工程から生じる様々な問題
に対して汎用的技能の育成よりも関係特殊的技能の育
成が効率的であり、それは企業内で長期にわたって
OJTによって形成されていくということであった。
3.3. 日本の雇用慣行
関係特殊的技能は確かに理屈の上では効率的技能で
あるが、労働者がその技能の取得を積極的に受け入れ
ようとするならば、それは労働者にどのようなインセ
ンティブが働いているのであろうか。
企業内OJTを前提とした関係特殊的技能は時間の経
過とともに従業員の能力を高める。しかし、それはそ
の企業内に長年勤めることを必要とする。関係特殊的
技能の取得は、労働者側からすれば、一種の投資であ
る。そもそも投資は支払ったコストを回収するまでは
辞めてはならない。そうなれば、新たな技能の習得の
ために新たな投資を行ない、また事後的に回収をする。
それを少々長いスパーンでみれば、関係特殊的技能の
習得は蓄積されていく。しかし、その技能の蓄積量と
反比例して、退社して他社へ移ったときその労働者の
新会社での労働価値は低くされる。したがって、関係
特殊技能の育成を必要とするならば、長期雇用に対す
る企業側の従業員に対する配慮及び保障が必要であ
る。そこで終身雇用が必要となる。つまり、目的が企
業成長であるとき、従業員の終身雇用は企業内関係特
殊的技能の蓄積の限界貢献度を高めるため、終身雇用
が関係特殊的技能を補完するのである。
企業の業績がかなり悪かったり、従業員が懲戒規定
に触れる場合を除いて雇用関係が定年まで保障される
ため、従業員の関係特殊的技能をめぐるリスクは解消
される。
終身雇用さえ保障されれば、企業内の関係特殊的技
能は容易に蓄積されるのであろうか。終身雇用が保障
された従業員側は、雇用の安全が確保されたため技能
の蓄積に不真面目になる可能性がある。そのような問
題に対処するために、企業側は二つの対策を用意する。
一つは、前述した終身雇用を法制化するのではなく、
慣行化することで従業員のリスク負担を若干残してお
くことである。もう一つは内部昇進制である。前章の
効率賃金仮説のように、従業員の怠慢をなくし、自発
的労働意欲を高めさせるために労働者に高賃金を提供
するのと同じく、内部昇進を提供することである。
ここで、簡潔に内部昇進制を述べておくことにする。
多くの日本企業では、労働者は習得した技能ごとにラ
ンク付けされ、報酬はランクに強く依存して支払われ
る。＜図3－1＞は日本企業の報酬体系が年齢と在職期
間、すなわち年功に比例していることを示している。
図3－1 日本企業の報酬体系の特徴
（出所）伊藤秀史［1995］「インセンティブ理論の見地からみ
た日本企業の人的資源のマネジメント」p.145.
ランク１からランク２への移動は昇格・昇進を意味
する。小池［1995］によれば、従業員の基本給の約
75％がランクによって決まる。このようなランクをめ
年齢／在職期間�
賃
金
�
ランク３�
ランク２�
ランク１�
86
ぐる労働者間の競争が労働者に関係特殊的技能を蓄積
するインセンティブを提供するのである。結論として、
内部昇進制は終身雇用制の限界価値を高めるため、前
者が後者を補完する関係にある。
では、なぜ、内部昇進なのかを説く。仮に外部労働
市場から労働者を中途採用することを考えてみよう。
この労働者の報酬は彼の現在の当企業での関係特殊的
技能を基準としてランク付けされる。したがって、中
途採用された彼の報酬は最初は低いランクに付けられ
るであろう。中途採用者のランクが低くなく、逆に上
位にランク付けされるのであれば、どうなるであろう
か。生え抜きからすれば、昇進の確率を下げることに
なるため、関係特殊的技能の蓄積の誘引を低下させる
可能性がある。そのため、企業は中途採用者を下位の
ランクに付けるのである。このような中途採用者に対
する不利なランク付けが一般的に行われている社会で
は、どの企業の労働者も移らないことに戦略的補完性
が作用するため、企業を移らない。内部昇進制は、従
業員の他社での労働価値を低下させるため、企業が労
働者に現職を保障する終身雇用制の限界価値が上がる。
年功制はどのような役割を果たすのであろうか。年
功制は二つの側面がある。一つは昇給基準としての側
面すなわち、年功賃金があり、もう一つは昇進基準と
しての側面すなわち、年功序列がある。まず年功賃金
は、企業内での勤続年数が増加するにつれて給与が増
加する報酬体系である。たとえば、若年労働者の賃金
を彼らの限界労働生産性より低くおさえ、中高年労働
者の賃金を彼らの限界労働生産性より高く支払うよう
な報酬体系は年功賃金の一例である。企業がこの報酬
体系を採用するとき、従業員は同一企業に長期間勤務
するインセンティブを与えられる。この際むしろ問題
になるのは、企業の機会主義的行動である。なぜなら
ば、企業は常に中高年労働者を解雇するインセンティ
ブを持つからである。このような企業の機会主義的行
動を制約するのが終身雇用制である。つまり、年功賃
金と終身雇用制との間には制度補完性が存在する。
他方、年功序列がどのような合理性を発揮するので
あろうか。知的熟練や文脈的技能のような関係特殊的
技能を実務訓練によって習得させる際、下位ランク者
の指導に上位ランク者が協力することは不可欠であ
る。なぜなら、こうした技能はマニュアルを作成する
ことが困難な技能であり、経験を積んだ上位ランク者
が下位ランク者の隣で手本を示しながら教える以外に
ないからである。ところが、前述のような内部昇進制
の下で、上位者が下位者の技能形成に協力するインセ
ンティブは低い。確かに下位者に対する指導協力は上
位者の重要な査定ポイントの一つである。しかし、そ
れだけでいつ自分の地位を奪うかもしれない下位者に
協力するとは思われない。伊藤［1995］によると、年
功序列は上位者と下位者のライバル関係を緩和する効
果を持つ。つまり強制的に下位者の昇進速度を遅らせ
ることによって、上位者と下位者の地位が逆転する可
能性が少なくなり、これによって上位者が下位者の関
係特殊的技能の蓄積に協力する条件が整えられる。つ
まり、年功序列が内部昇進制の価値を高めるため、補
完することになる。
3.4. 集権的人事管理と企業別労働組合
関係特殊的技能にとって、労働者の潜在能力を見極
めることが大切である。終身雇用制の下では採用後に
解雇することが非常に困難なため、新規に従業員を採
用するさい、職場単位ではなく、人事部が一括して採
用する。そして採用後も、人事部は内部昇進制に必要
となる様々なデータを、主に直属上司による査定を通
して収集する。このように人事部が集権的に人事管理
をするのはなぜであろうか。
第１に、どうしても関係特殊的技能の査定が上司の
主観によって左右されるところが大きいため、上司に
よる恣意性や部下との共謀、あるいは従業員の不公平
感を生じさせる危険がある。しかし、人事部が従業員
の入社時点から現在にいたるまでのデータを持つこと
により、間接的に人事部は現在の上司の査定が過去の
上司の査定とどのくらい食い違うか知ることができ
る。つまり査定者自身も査定内容をモニターされるこ
とになり、これが前述の恣意性、共謀、不公平感など
の危険を回避させると考えられる。
第２に、終身雇用制のために不況期でも雇用量を削
減できないという欠点を、日本企業は職場を超えた配
置転換によって対処してきた。その際、人事部がすべ
ての職場に人事データを管理することによって、より
効率的な配置転換が可能となる。Williamson［1991］
は、チャンドラーによって分析された事業部制におけ
る本社に相当する機能を、人事部が果たしていると指
摘した。以上のように、人事部による集権的な人事管
理は終身雇用制や内部昇進制によってもたらされるい
くつかの弊害を解消するという意味で、日本的雇用慣
行と制度補完的である。
他方、企業別労働組合は次のような３つの理由から
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日本的雇用慣行と制度補完的であると考えられる。第
１に、労使間交渉の主な争点が関係特殊的技能の蓄積
にかかわる限り、企業固有の問題が大半を占めること
になる。このため、職種別労働組合よりも企業別労働
組合の方がより望ましい組合形態であると言える。第
２に、労使間交渉における労働組合の交渉力の源泉は、
合意に到達できない場合、企業にとって必要な人材の
供給を停止することである。企業にとって重要な技能
が関係特殊的技能である場合、その技能をもつ労働者、
すなわちこの企業の労働者だけストライキを行なえば
十分であり、他企業の労働者がストライキに参加する
ことには意味がない。第３に、職種別労働組合ならば
必ず抵抗するであろう異なる職種間の労働者の配置転
換に対して、企業別労働組合の交渉力を背景として、
日本的雇用慣行に対する信頼可能なコミットメントが
可能となった。第4に、企業別組合が認める配置転換
によって、技術進歩に対して中立的になれる。職種別
組合ならば配置転換を拒否するため、技術進歩に対し
て硬直的になりがちで、その結果、技能が陳腐化する
恐れがある。
3.5. メインバンク制と株式持合い
日本企業の雇用慣行は、もしも経営者が株主の利益
に従うのであれば、存続不可能である。たとえば、企
業の業績が悪化したとき、経営者は株主の短期的利益
を優先して、リストラを敢行するかもしれない。しか
し、このような行為は終身雇用制そのものに対する従
業員の信頼を失墜させ、長期勤続の前提の上で機能す
る年功制を形骸化し、内部昇進制によって、解雇され
た労働者を新しい雇用先の下位ランクに落とす。した
がって、日本企業の雇用慣行は株主の発言力に制約を
加えるような制度的枠組みを必要とする。これに相当
する機能を担ってきたのがメインバンク中心のコーポ
レート・ガバナンスである。
まず株式持ち合いとは、二つの企業がお互いの株式
を所有することである。持ち合い企業は自社の株式を
「人質」として相手企業に差し出すことによって、株
主としての「発言（voice）」と「退出（exit）」の権利
を行使しないことに信頼可能なコミットメントを行な
う。シェアード［1997］によると、典型的な日本企業
は他の法人によって株式の約70％を所有されている。
この結果、経営者は株主の短期的利益を配慮せず、ま
た敵対的買収を恐れることなく、長期的な利益に基づ
いて意思決定できるのであり、日本企業の雇用慣行に
したがった人事政策もその一つである。
しかし株式持合いの当然の帰結として、株式市場は
きわめて不完全な機能しか果たさなくなる。コーポレ
ート・ガバナンスの観点から特に問題になるのは、株
式市場が果たしていた経営者の意思決定に対する規律
付けの機能である。経営者が外部からいかなる規律付
けも受けないのであれば、権限が強化されすぎ、経営
者が非効率的な意思決定をしようとする場合でも、そ
れを誰も阻止できないという事態が起り得る。そうな
れば、このような企業の事業に資金を提供しようとす
る投資家はいなくなるであろう。このような問題を緩
和する制度的枠組みがメインバンク制である。
通常、日本企業は複数の銀行と取引関係を持つ。青
木・奥野［1996］によると、メインバンクとは（1）
最大貸出銀行であり、（2）主要な決済口座を提供し、
（3）上位の株式保有者であり、（５％を上限とする）、
（4）社債発行するときの受託業務を行ない、（5）役員
を派遣する銀行を目指す。メインバンクは企業の財務
情報について優位な立場にあるため、複数の銀行が企
業に対して協調融資を行なう際に、専属的に関し責任
を委託されるとみなされる。専属的にメインバンクが
企業をモニタリングする責任を担うことによって、協
調融資シンジケート団のメンバー間に生じる「フリー
ライド問題」や重複モニタリングの非効率性を緩和で
きる。
コーポレート・ガバナンスの側面から見たメインバ
ンク制の機能の一つを、Aoki［1994］は「メインバン
クを企業の監視者とする状態依存型ガバナンス」と特
徴づけた。わかりやすく言えば、企業の経営状態が良
好な場合には企業は経営者の自由裁量に任せられ、悪
化した場合にはメインバンクが株主としての権利を積
極的に行使し、企業を救済すべきか清算すべきか判断
するというものである。つまり経営状態が良好である
限り、経営者は日本的雇用慣行を尊重でき、他方、悪
化した場合でもメインバンクによる救済を通して、労
働者の雇用をある程度守ることができる。こうした雇
用の安定が日本的雇用慣行の価値を高めることについ
てはすでに述べたとおりである。さらに技能形成に関
してモラル・ハザード問題が生じる状況において、も
しも技能の関係特殊性が高いならば、状態依存型ガバ
ナンスは労働者に事前の努力インセンティブを提供で
きる（Aoki［1994］）。
最近しばしば議論される問題の一つに、企業の監視
者としてのメインバンクをいったい誰が監視するの
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か、という問題がある。もちろん銀行も企業の一種で
ある限り、前述の株式持ち合いはコーポレート・ガバ
ナンス上の空白を生じさせる。最も適当な銀行の監視
者として預金者があげられる。しかし、日本金融シス
テムの特徴の一つである。「元本保証主義」は預金者
に銀行を監視するインセンティブを失わせた。こうし
た監視の空白を生める役割を果たすのが、銀行当局に
よる監視と保護を意味する「護送船団方式」である
（シェアード［1997］）。銀行当局は、社会厚生上の判
断から、メインバンクに対して経営の悪化した企業を
清算するより救済するように影響を及ぼしたのではな
いかと考えられる。この意味では、非難されることの
多い金融当局の「護送船団方式」もまた日本的雇用慣
行と制度補完的であると言える。
3.6. 企業間システム
日本企業、とくに中小製造企業（以下「中小企業」
と呼ぶ）が中間生産物のサプライヤーと長期継続的な
取引関係を結ぶことはよく知られた事実である。本稿
の冒頭で説明した関係特殊的技能は、単に職場内に発
生する不確実性に対処したり、あるいは水平的コミュ
ニケーションを容易にするためだけの技能ではなく、
中核企業とサプライヤーの企業間取引にも生じうる同
様の問題を処理する上でも重要である。たとえば生産
から流通にわたるトヨタ・システム（門田［1991］）
や、日本のサプライヤーが製品開発段階から中核企業
に深く関与する事実からもわかるとおり（藤本・クラ
ーク［1993］）、効率的な取引当事者間のコーディネー
ションが大切であり、そのためにはこうした取引関係
に特殊的な技能が不可欠となる。しかし取引が長期間
に継続される見込みがなければ、取引当事者、とくに
相対的に交渉力の弱いサプライヤー側には関係特殊的
技能を習得するインセンティブはない。つまり日本的
雇用慣行のもとで育成された企業間取引に関係特殊的
な技能の価値は、取引が長期継続化することによって
いっそう高められるのである。
また中核企業とサプライヤーの取引関係は資本関係
によって強化されることが多く、その場合にサプライ
ヤーが中核企業の従業員の出向・転籍先として利用さ
れることがある。こうしたサプライヤーの利用の仕方
が本来意図されたものではないにせよ、結果として中
核企業の雇用安定につながり、日本的雇用安定を支え
る働きをする。またメインバンク制についても、中核
企業のメインバンクは多くの場合そのサプライヤーの
メインバンクも兼ねることから、サプライヤー・シス
テムは銀行が中核企業のメインバンクとなるインセン
ティブを高める。逆に日本型コーポレート・ガバナン
スが、長期的利益にもとづくサプライヤー・システム
の維持を可能にすることは言うまでもない。
４．制度補完性の問題点
比較制度分析のキー概念である制度補完性は、企業
システムを考察する上で非常に有効であった。しかし、
それにはいくつかの問題点があり、三つに大別するこ
とができる。
第１に、本稿の課題でもあり、制度補完性という説
明ツールがもつ問題点でもあるのは、計測が難しいと
いうことである。いくら論理的な議論から制度補完性
の存在が抽出可能としても、それを定量的に表わすの
が難しい。それゆえに、理論自体がもつ信頼性が疑わ
れる恐れがある。
第２に、歴史的偶然を考えず、制度補完性のみで新
制度導入を説明することは無理である。
Ａ、Ｂ、Ｃという三つの制度があり、制度Ａと制度Ｂ
が制度補完的で制度Ｃがそれらと代替関係にあるとき
に、歴史的偶然の概念を導入しないと、新制度の導入
が説明できない。しかし、つねに歴史的偶然がなくて
も、新制度がもつ合理性や経済主体の必要に応じてい
くらでも新制度の導入はありうるし、説明も可能であ
る。比較制度分析の考えを受け入れると、ある経済社
会には時間が経つと同じ制度を有する企業ばかりにな
らなければならないが、日本の大企業、中小企業間に
行われている日本的経営は性質を異にするところが多い。
第３に、どのような歴史的事実までを歴史的偶然と
して捉えるかである。これまで議論を展開する上で、
第二次世界大戦、1965年の山一證券の倒産危機、外資
自由化による株式の持ち合い等をあげてきたが、これ
はあくまで事後的説明にしかならない。したがって、
制度設計をする上で基準が明確でない。戦争、大手証
券会社の倒産、海外資本の日本企業乗っ取り等は確か
に大きな事件であったため、経験した人からすれば、
簡単明瞭な説明の仕方ではあるが、当時それを見極め
ることはできなかったのであろう。すなわち、将来を
説明する分析ツールではないということである。
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むすび
本稿では、日本企業システムとはいかなるものかを
明確にするために、比較制度分析の基本的な考え方に
依拠しながら議論を進めてきた。比較制度分析によれ
ば、制度は体系として歴史的経路依存性をもって進化
するものであり、既存の制度補完性を無視して人為的
に制度設計をすることは決して望ましくなければ、そ
れを実現し新たに経済合理性を具現することは簡単に
出来るものでもない。また、制度補完性に発する慣性
が存在するため、制度改革を行う際には急進的ではな
く、漸進的に優先順位を決めて進めることが望ましい。
日本の企業システムは戦前の統制経済によりいくつ
かのサブシステムが形成されはじめ、高度成長期の後
半である1960年代にシステムとして定着したと見るの
が妥当だと思われる。戦間期に源流があるか、戦時期
に源流があるのかは本稿では議論の対象ではなかっ
た。なぜなら、両時期ともに、統制経済の色彩が強か
ったからである。戦後、日本の経済界には日本経済が
高度成長を遂げる過程で企業システムを変動させる二
つの大きい事件があった。それは、1965年の山一證券
の倒産危機がもたらした証券市場の混乱と、資本自由
化に伴う企業の乗っとりである。前者は日本の株式市
場機能を大きく低下させ、後者は株式の持ち合いや銀
行融資依存を強めるようにした。この二つの歴史的事
実は日本経済システムや銀行中心のコーポレート・ガ
バナンスを可能にした歴史的偶然である。
以上のような歴史的偶然に発展経路を依存しながら
安定的システムに変貌した日本企業システムは、制度
間の補完性がとても強いことが推論的に確認された。
雇用システムどうし、メインバンク制と株式持合い、
企業間取引システムなどがあげられる。そして、その
ような制度補完性の存立を可能にしたのは、メインバ
ンク・システムである。メインバンクは事業会社の株
式を多く保持することで、事業会社の経営が株主に干
渉されないようにし、それは企業の長期的観点からの
経営を可能にした。このような強制的・自生的インセ
ンティブにより形成されたサブシステム間の制度補完
性が高度経済成長とリンクしながら、その性質を強め
ることで経済合理性が発揮されたことに日本企業シス
テムの成果がある。しかし、今後グローバリジェーシ
ョンが進行していく中で日本企業に要求されるもの
は、歴史的経路に依存して迷路をたどるのではなく、
「ビッグ・ジャンプ」をし日本型コーポレート・ガバ
ナンスを支えてきた護送船団方式に代わる制度的枠組
ができるように、低成長時代にも生産的かつ安定的に
なりうる企業システムの制度補完性を高めるようサ
ブ・システム間のインセンティブ構図を見なおすこと
ではなかろうか。
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